
 

 

議  案  第  １４  号  

 

 

新居浜市企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市企業立地促進条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和５年２月２０日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

新居浜市企業立地促進条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市企業立地促進条例（平成１４年条例第１０号）の一部を次のように改正する。  

第２条第３号中「又は移転する」を「若しくは移転すること又は脱炭素化に向けた設

備投資をする」に改め、同条第１３号中「企業が、」を「企業が、事業規模を拡大する

目的をもって」に改め、同条中第１４号を第１５号とし、第１３号の次に次の１号を加

える。  

（１４）脱炭素化に向けた設備投資  本市に事業所を有する企業が、二酸化炭素排出量

の削減を図る目的をもって事業所において事業の用に供する償却資産を新たに取得

することをいう。  

第２条に次の１号を加える。  

（１６）市内事業者  本市に本店又は本社（事業を統括する部門を備えた事業所で市長

が認めるものをいう。）を有する事業者をいう。  

第４条第１項第５号から第８号までを次のように改める。  

（５）雇用促進奨励金  

（６）用地取得奨励金  

（７）労働環境整備奨励金  



 

 

（８）ＩＣＴ関連誘致奨励金  

第４条第１項に次の１号を加える。  

（９）脱炭素化取組促進奨励金  

第４条第２項中「前項第２号から第７号まで」を「前項第２号から第４号まで」に、

「含む」を「含む。次項において同じ」に改め、同項ただし書を削る。  

第４条第３項を次のように改める。  

３  第１項第５号の奨励金は、指定事業者が同項第１号又は第８号の奨励金の交付を受

ける場合に、当該指定事業者に対して交付することができる。  

第５条に次の１項を加える。  

３  別表１の項から３の項までの奨励金の額の算定には、前条第１項第９号の奨励金の

交付を受ける場合は、当該奨励金の対象となる償却資産を含まないものとする。  

第７条第２項中「用地取得奨励金の交付又は固定資産税の課税免除を受ける」を「次

に掲げる」に改め、同項に次の各号を加える。  

（１）用地取得奨励金の交付を受ける企業  

（２）ＩＣＴ関連誘致奨励金の交付を受ける企業  

（３）脱炭素化取組促進奨励金の交付を受ける企業（当該企業の脱炭素化に向けた設備

投資に対する投下固定資産総額が２，０００万円以上のときに限る。）   

（４）固定資産税の課税免除を受ける企業  

第７条第３項を削る。  

第１５条第４項中「２年」を「３年」に改める。  

附則第１項中「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に改める。  

別表４の項中「伴う工事請負契約等に係る」を「伴う建設工事に係る市内事業者の請

負契約の」に、「限る。」を「限る。）の総額（」に、「同じ。）の総額」を「「交付

要件額」という。）」に、「投下固定資産総額（土地の取得に要する経費を除く。）」

を「当該建設工事に係る請負契約の金額の総額」に、「工事請負契約等に係る金額の総

額」を「交付要件額」に改め、同表中５の項を削り、６の項を５の項とし、同項の次に

次のように加える。  

     ６ 用地取得奨

励金 

市が造成した用地を市から直接取

得し、企業の立地をしたとき。 

企業の立地に係る土地の取得

価格の１００分の２０以内の

３億円 



 

 

額 

       市の事業用借地に立地する企業が

当該事業用借地を市から取得した

とき。 

土地の取得価格の１００分の

１０以内の額 

 

  都市計画法第８条第１項に規定す

る準工業地域、工業地域、工業専

用地域又は特定用途制限地域（産

業居住地区に限る。）の用地を取

得し、企業の立地をしたとき（市

が造成した用地を市から直接取得

したとき及び市の事業用借地に立

地する企業が当該事業用借地を市

から取得したときを除く。）。た

だし、取得面積は１，０００平方

メートル以上とし、同一の用地に

ついて交付は１回限りとする。 

市が評価した額（土地の取得

に係るものに限る。）の１００

分の２０以内の額 

 

別表７の項及び８の項を次のように改める。  

７ 労働環境整

備奨励金 

従業員の利用に供するため福利厚

生施設（規則で定める福利厚生施

設に限る。以下この項において同

じ。）を設置したとき。 

福利厚生施設の設置に伴う家

屋の取得に対して新たに市が

賦課した固定資産税の課税標

準額の１００分の１．４以内

の額 

１，０００万円 

    

 
８ ＩＣＴ関連

誘致奨励金 

情報通信の技術を活用した規則で

定める産業を営む企業の立地に伴

う新規雇用従業員及び配置転換従

業員の合計数が２人以上のとき。 

事業所開設に伴う土地及び家

屋の月額賃借料（３６月を限

度とする。）並びに当該事業

所開設に要する費用（改装費

用、情報通信関連機器の設置

費用その他市長が認めた費用

３，０００万円 



 

 

をいう。）の合計額の１００

分の５０以内の額 

    

   情報通信の技術を活用した規則で

定める産業を営む企業の立地に伴

う新規雇用従業員及び配置転換従

業員の合計数が２人未満のとき。 

事業所開設に伴う土地及び家

屋の月額賃借料（３６月を限

度とする。）並びに当該事業

所開設に要する費用（改装費

用、情報通信関連機器の設置

費用その他市長が認めた費用

をいう。）の合計額の１００

分の３０以内の額 

１，０００万円 

別表に次のように加える。  

９ 脱炭素化取

組促進奨励

金 

規則で定める脱炭素化に向けた設

備投資をしたとき。 

市が評価した額（償却資産の

取得に係るものに限る。）の

１００分の５以内の額 

２，０００万円 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第１項の改正規定は、

公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例の施行の際現に改正前の新居浜市企業立地促進条例の規定により適用事業

所の指定を受けている企業及び当該指定の申請を行っている企業については、なお従

前の例による。  

 

提案理由  

企業立地に対する奨励措置の見直しを行い、令和７年度まで期間を延長するとともに、

新たな奨励措置を設けることにより企業の立地を促進し、本市の産業の振興と雇用の拡

大を図るため、本案を提出する。  


